メイジキ　ノ　キュウミン　キュウサイ　ホウアン　ニ　フクマレル　フクシ　ノ　カンガエカタ by 松山, 郁夫 et al.
明治期の窮民救助法案に含まれる福祉の考え方
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The Concept of Welfare on the Bill of Poor Relief during the Meiji Era
Ikuo MATSUYAMA
要 旨
本研究では、日本独自の要援護者に対する援助についての知見を深めるため、近代国家となった日
本の福祉施策とされる恤救規則と、それを大幅に改善しようとした窮民救助法案に含まれる要援護者
に対する援助のあり方を検討することを目的とした。特に、窮民救助法案の援助内容やそこに含まれ
ている援助のあり方について、欧米のワークフェアの考え方を含めて考察した。その結果、窮民救助
法案に含まれていた福祉政策における就労重視のワークフェア的な考え方と、相互扶助の精神の重要
性が示唆された。今後、日本独自の社会福祉の発展過程と福祉の考え方を明確にすることが必要と考
えた。
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1 ．はじめに
近年、熊本県の上南部
か ん な べ
遺跡の土壌と土器胎土からイネのプラント・オパールが発見された。また、岡山
県総社市の南溝手遺跡で岡山県古代吉備文化財センターが発掘した土器 6点を調べた内の 4点からもイネ
のプラント・オパールを見出した。その内 2点は、縄文時代後期中頃、およそ3500年前に属している。同
センターは、穂を摘み取るのに使われたと推定される石器（穂摘み具）や、打製土掘り具と見られる石器
を発見した１)。
このように、日本では縄文時代後期から稲作が行われていたことが明らかとなっている。継続的に稲作
を行うためには、定住するだけでなく、大家族と村落共同体が形成される必要がある。このため、大家族
と村落共同体に基づいて長期に亘って行われ、培われた相互扶助の考え方が、家や地域の実体が変化して
も近代から現代にいたる社会福祉制度とソーシャルワークに継承されていった。このことは、欧米におい
て、近代的社会福祉が形成される前に慈善、博愛による援助が行われていたが、資本主義社会のなかで貧
困問題が社会問題と認識され、社会福祉の概念が形成された過程とは異なっている。したがって、日本独
自の社会福祉、ソーシャルワークのあり方が存在していると考えられる。
2011年 3 月11日に東北地方太平洋沖地震、及び大津波が発生し、東北地方の太平洋沿岸に壊滅的な被害
をもたらした。不幸にも多数の国民が命を落とすことになり、ピーク時の避難者は40万人以上となった。
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また、福島第一原子力発電所の事故が発生し、今後被災した地域の復旧には時間がかかることが危惧され
る。このような極限状況のなかでも避難者はお互い助け合い、支え合い、さらに多数のボランティアが支
援活動に参加しているのは、日本人が相互扶助の精神を拠り所にしているためであろう。
1990年代以降のグローバリゼーションの流れに対応した日本においては、政府と企業によって労働市場
の規制緩和と自由化がすすめられている。その表れとして派遣労働の段階的解禁があり、1990年代後半以
降、パートタイマーや契約社員を含めて、非正規雇用の全労働者に占める割合は増え続けている。このた
め、現在、日本では格差・貧困問題に関心が向き、ワーキングプアと称される働く貧困層が増えることに
対する危機感から、社会保障制度の再検討がなされるようになった。その際、社会保障制度に関する基本
哲学が欠如すると、所謂、ばらまき政策がなされ、財政規律の喪失を招かないように注意する必要がある
ことも認識されるようになってきた。
現在、社会福祉のあり方や社会保障制度を検討する上で相対的剥奪（Relative Deprivation）、社会的排
除（Social Exclusion）という概念が重視されている。Townsend（1993）は相対的剥奪という概念を提示
し、これについて人々が社会で役割を果たし、人と関係を持ち、社会の一員として期待される行動をする
ために十分な栄養、衣服、住宅等の生活条件を欠いている状況と説明している。また、そのような条件を
獲得できない状況を貧困としている２)。相対的剥奪を深化させた概念とされる社会的排除は、社会参加を
可能とする条件が欠如する状態が継続することで社会参加が阻害される過程を示している３)。
このような現状のなかで、今後の日本の社会福祉、社会保障をどのように考えていけばよいのであろう
か。勿論、グローバリゼーションの流れに代表される社会の変化に対応する必要はあるが、同時に、欧米
とは異なる日本独自の要援護者に対する援助のあり方についての知見を深めることも求められる。このた
め、本研究では、近代国家となった日本における福祉施策とされる恤救規則と、それを大幅に改善しよう
とした窮民救助法案に含まれる要援護者に対する援助の内容や、そこに含まれている援助のあり方につい
て検討することを目的とする。
2 ．明治維新期における福祉的制度
1869（明治 2 ）年に府県施政順序、府県奉職規則が制定された。そのなかで府県事務である「凶荒予防
ノ事」（府県施政順序）の規定については、「常社倉等ノ制に倣ヒ其部内ノ人口ヲ量凶年非常救助ニ備ル」
（府県施政順序）、「民部省ヘ伺出其決ヲ受クヘシ」（府県奉職規則）と定められた。また、同じく府県事務
である「窮民ヲ救フ事」（府県施政順序）については、「鰥寡孤独廃疾無告ノ窮民」の救助で、「年月ヲ経
ル救助ハ其仕法ヲ記シ民部省ヘ伺出其決ヲ受」けたうえで、「天災禍乱ニテ一日モ遷延シ難キ賑恤ハ
………速ニ施行ノ後民部大蔵両省ヘ届出ツヘシ」（府県奉職規則）との規定がなされていた。
凶荒予防、窮民救助に関して「年月ヲ経ル救助」は府県が対応し、「一日モ遷延シ難キ賑恤」は大蔵省
へ届け出ることが義務づけられていた。つまり、罹災窮民救助については、国家財政による対応がなされ
ることとなっていた。戦前における救貧立法の特徴はその重畳的構造にあるとされているが、明治初年の
救貧行政と公的扶助制度との関係のなかに、この重畳的構造のいわば原型をみることができる４)。
しかしながら、江戸時代に機能していた農村などの伝統的な共同体で整備され、成果を揚げていた様々
な相互扶助体制があった。特に発展した「ゆい」などの共同労働組織や「講」などの互助組織が、生産と
生活全般に渡る相互の助け合いを実現していた５)。このような相互扶助の公共制度が、明治政府が機能し
始めると消滅していったのではないかとの指摘がなされている６)。確かに、国家財政による福祉的な制度
ができることによって、伝統的な共同体での相互扶助における組織的体制に影響を及ぼした。しかしなが
ら、自然に派生して培われてきた相互扶助のあり方には、地域社会における文化的価値観を含んでいる。
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このため、相互扶助の精神は簡単に消滅するものではなく、災害時に相互扶助の精神が発揮されているよ
うに、日本人の内面に維持されていると捉えるべきであろう。
3 ．恤救規則
1869（明治 2 ）年に行われた版籍奉還は、諸藩主が領地と人民を朝廷に返還した藩を解体するための政
策であった。なお、版籍奉還の版とは版図で日本国土、籍は戸籍で日本国民を意味している。木戸孝允・
大久保利通らによって画策され、薩長土肥の藩主が奉還した後、他の藩主も奉還をした。全国の支配権を
握った明治政府は藩主を知藩事に任命し、明治 4年 7月には在東京の知藩事を皇居に集めて廃藩置県を命
じた。こうして、藩を廃止して地方統治を中央管下の府・県に一元化した。したがって、廃藩で諸藩が
行っていた慈恵政策がなくなり、従来、諸藩が担っていた窮民救済を国が行うこととなった。
このため、1874（明治 7 ）年に恤救規則が制定された（表 1 ）。これは、府県に出された通達（明治 7
年太政官達162号）によって窮民に対する国による救済策を示したもので、人民相互の情誼、つまり、慈
善家や近隣から日用品や食品を恵んでもらうことが中心となる施策となった。救済対象は、障害者と70歳
以上の重病もしくは老衰者と病気の者と13歳以下の者のなかでも独身で労働能力のない極貧の者とし、独
身でなくとも家族が70歳以上15歳以下で困窮している場合とした。1年 1石 8斗で50日分の米価を限度と
して現金給付することが規定された。なお、身分には関係なく救済がなされた。
このように、恤救規則は、市町村という地域における相互扶助を前提とする明治政府の慈善策による救
済策で、相互扶助の対象から外れている部分のみを対象としていた７)。私的扶養が期待できない人達で、
貧窮、廃疾、老衰、病人、孤児、しかも原則として独身の者というように対象を制限していた。親族扶養
が優先されるため、家族の中に労働能力のある者がいる場合は恤救規則による救護を受けることはできな
かった。また、私的扶養優先も、「人民相互ノ情誼」、「無告ノ窮民」の規定として踏襲された。
現在、住民相互の自発的な相互扶助を国家が制度として明記したことに対する批判があるが、当時の日
本の経済力からすればやむを得ない策であったものと推察される。しかしながら、恤救規則によって、相
互扶助のあり方をどのように考えていけばよいのかという課題が明示されたともいえよう。
表 1 恤救規則
（明治七年十二月八日 太政官達 第百六十二号）
済貧恤救ハ人民相互ノ情誼ニ因テ其方法ヲ設クヘキ筈ニ候得共目下難差置無告ノ窮民ハ自今各地ノ遠
近ニヨリ五十日以内ノ分左ノ規則ニ照シ取計置委曲内務省へ可伺出此旨相達候事
恤救規則
一 極貧ノ者独身ニテ廃疾ニ罹リ産業ヲ営ム能ハサル者ニハ一ケ年米壱石八斗ノ積ヲ以テ給与スヘシ
但独身ニ非スト雖モ余ノ家人七十年以上十五年以下ニテ其身廃疾ニ罹リ窮迫ノ者ハ本文ニ準シ給
与スヘシ
一 同独身ニテ七十年以上ノ者重病或ハ老衰シテ産業ヲ営ム能ハサル者ニハ一ケ年米壱石八斗ノ積ヲ
以テ給与スヘシ
但独身ニ非スト雖モ余ノ家人七十年以上十五年以下ニテ其身重病或ハ老衰シテ窮迫ノ者ハ本文ニ
準シ給与スヘシ
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一 同独身ニテ疾病ニ罹リ産業ヲ営ム能ハサル者ニハ一日米男ハ三合女ハ二合ノ割ヲ以テ給与スヘシ
但独身ニ非スト雖モ余ノ家人七十年以上十五年以下ニテ其身病ニ罹リ窮迫ノ者ハ本文ニ準シ給与
スヘシ
一 同独身ニテ十三年以下ノ者ニハ一ケ年米七斗ノ積ヲ以テ給与スヘシ
但独身ニ非スト雖モ余ノ家人七十年以上十五年以下ニテ其身窮迫ノ者ハ本文ニ準シ給与スヘシ
一 救助米ハ該地前月ノ下米相場ヲ以テ石代下ケ渡スヘキ事
4 ．窮民救助法案の特徴
1890（明治23）年12月 6 日の第 1回帝国議会に、山縣有朋内閣が恤救規則改正案として窮民救助法案を
帝国議会に提出した（表 2 ）。
この法案では、第 1 条の規定では救助対象を二分した。救助対象を身体状況によって分類することを意
図して、救助対象の第 1種は不具廃疾長病不治疾病、重病老衰その他災厄のために自活力なく飢餓に迫る
者、第 2種は養育者なき孤児、引受人なき棄児迷子とし、13歳未満の幼児は父母とともに救済することと
した。限定はされているが労働能力のある者も対象としていた。
第 2 条の規定で、被救助者は市町村内に満 1 年以上居住しているもので、救助の第 1次責任は市町村な
いし郡府県とした。窮民救済は地方自治体の事務として位置づけるため、市町村の義務的救助を明記して
おり、国民に権利が生じることにもなる。恤救規則は国家事務として行われていたため、救済のあり方を
地域主体、つまり地域福祉に変えることを意図していたといえよう。
第 6条では、救助内容を住宅・衣服・医療・埋葬費としている。現在の生活保護法第11条第 1項では
「生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助」の 8つがあげ
られているが、その半分の 4つの扶助を案としていた。
第 7 条において、労働能力ある者には労役にあたらせる旨、記してあることから、労働優先主義をとっ
ていることが窺われる。さらには、第 8条では、「救助ヲ受クル兒童ニハ成ルヘク相當ノ職業ヲ教習セム
ヘシ」とあり、児童には職業を教えることが明記されている。このため、現在欧米や日本で論じられてい
るワークフェアの考え方が条文に規定されていたといえる。
被救助者も職業についた場合、可能な限り救助金を償還させることにした（第10条）。救助には厳格な
調査をし、調査は警察官に依頼する。このほか、自活能力ありながら詐偽的に救助を受けたものは 2年以
下の重禁固に処す罰則を設けた。
以上のように、窮民救助法案は、救助対象を身体状況によって分類する 2種類に分類し、現行の生活保
護法でも規定されてある 4 種類の扶助、市町村の義務的救助、及び児童の職業の教習等を規定しているた
め、法案が成立すれば当時世界で最も近代的で、手厚い福祉を目指した国家となる内容を持っていたとい
えよう。
審議では濫給の虞があるとして廃案と修正の両方の議論がなされた。結果として、修正されつつも本会
議では賛成少数で廃案になった。
表 2 窮民救助法案
第一條 此ノ法律ニ據リ救助スヘキ窮民ハ左ノ如シ
第一種 不具廢疾長病不治ノ疾病重傷老衰其ノ他災阨ノ爲メ自活ノ力ナク飢餓ニ迫ル者
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第二種 養育者ナキ孤兒及引受人ナキ棄兒迷兒
第二條 市町村内ニ滿一年以上住居ヲ占メ若クハ滯在スル者又ハ市町村内ニ於テ出生シタル者又ハ婚
姻若クハ養子縁組ニ因リテ市町村内ニ入リタル者前條ニ該當スルトキハ其ノ市町村ノ公費ヲ以テ救
助スヘキモノトス一年ノ期限ハ現ニ住居ヲ占メ若クハ滯在セシ初日ヨリ起算ス但監獄病院貧院癲狂
院及其ノ他ノ公設所ニ入リ看護ヲ受クル時間ハ滯在ノ期限中ニ算入セス
第三條 前條ニ掲クル一年ノ期限ハ間斷ナキヲ要ス但一時市町村ノ區域外ニ出ツルコトアルモ其ノ滯
在地ヲ移スノ意アラサリシコトノ明瞭ナルトキハ其ノ日數ヲ期限中ニ算入ス此ノ法律ニ依リ公費ノ
救助ヲ受クル日數ハ期限中ニ算入セス
第四條 十三年未滿ノ幼者ハ父母ニ隨伴シテ救助ヲ受クルモノトス
第五條 窮民アルトキハ先ツ所在市町村ニ於テ救助ヲ與フヘシ救助費用ハ第二條ニ該當スルモノハ其
ノ市町村ノ負擔トシ其ノ他ハ町村ノ救助ニ係ルモノハ郡ノ負擔トシ市ノ救助ニ係ルモノハ府縣ノ負
擔トス
第六條 救助ハ雨路ヲ凌クヘキ居所並生存ニ必要ナル衣食ヲ給與シ疾病アレハ醫療ヲ施スヲ以テ目的
ト爲ス其ノ死亡ノ時ハ相當ノ埋葬ヲ爲スヘシ
第七條 窮民ニシテ勞役ニ堪ユル者ハ成ルヘク相當ノ勞役ニ就カシムヘシ勞役ヨリ生スル賃錢ハ救助
費用ヲ負擔スヘキ府縣郡市町村ニ收入シ本人ノ救助費ヲ控除シ猶剩餘アルトキハ救助ヲ止ムルノ際
之ヲ本人ニ交付スヘシ
第八條 救助ヲ受クル兒童ニハ成ルヘク相當ノ職業ヲ教習セムヘシ
第九條 窮民ヲ救助スルニハ如何ナル場合ト雖モ本人ニ現金ヲ給スルコトヲ得ス
第十條 窮民ニシテ救助ヲ止メタル後本人職業ニ就キタルトキハ漸次其ノ救助費用ノ全部又ハ幾部ヲ
償還セシムルコトヲ得但救助ヲ止メタル時ヨリ六箇月以内及三年以後ニ於テハ償還セシムルコトヲ
得ス
第十一條 府縣郡市町村ニ於テ救助費用支出ノ後他ニ民法上ノ養育義務者アリテ資力アルトキハ之ヲ
義務者ヨリ償還セシムルコトヲ得
第十二條 府縣郡立ノ貧院アルトキハ救助ヲ與ヘタル市町村ノ申立ニ依リ場所アル限リハ市町村ノ費
用ヲ以テ窮民ヲ引受ケ入院セシムヘシ
第十三條 窮民ハ自己ノ家族ヲ除ク外數人連結シテ救助ヲ願出ツルコトヲ得ス 窮民ニシテ救助ヲ願
出ツル者アルトキハ市町村長ハ其ノ戸籍家族養育義務者ノ有無生計其ノ他一身上ノ情態ヲ調査シ其
ノ出願ヲ相當ト認ムルトキハ之ヲ許可スヘシ調査ノ爲メ必要ト認ムルトキハ市町村長ハ家宅ニ臨檢
シ物件ヲ搜索シ其ノ他必要ナル事項ノ尋問ヲ爲スコトヲ得本條ノ調査ハ救助中時々之ヲ行フコトヲ
得
第十四條 市町村長ハ前條ノ調査ヲ警察官吏ニ囑託スルコトヲ得
第十五條 行旅死亡人ニシテ引取人ナキ者ハ所在市町村ニ於テ假埋葬ヲ爲シ其ノ本籍氏名詳ナル者ハ
其ノ家ニ通知シテ引取ラシメ且死亡人ニ屬スル費用ヲ辨償セシムヘシ若シ其ノ家赤貧ニシテ辨償ス
ルコト能ハサルトキハ第五條救助ノ例ニ依リ市町村又ハ府縣郡ヨリ辨償スヘシ
行旅死亡人ノ本籍氏名詳ナラサル者ハ其ノ發見ノ場所年月日及本人ノ相貌景状并付屬物品ヲ詳記
シ三十日間其ノ市町村ノ公告式ニ依リテ公告シ猶二回以上新聞紙ニ掲載シ公告ノ日ヨリ九十日ヲ過
キテ本籍氏名詳ナラサルトキハ其ノ費用ハ第五條救助ノ例ニ依リ郡若クハ府縣ノ負擔トス
行旅死亡人ニシテ倒死變死ニ係ル者ハ埋葬前警察官及醫師ノ立會ヲ以テ檢視スヘキモノトス
第十六條 行旅死亡人所持ノ金錢ハ埋葬及救護ノ費用ニ充テ其ノ他所持ノ物品アルトキハ其ノ家ニ通
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知シタル上處分スヘシ若シ本籍詳ナラサルトキハ前條ノ期限ヲ過キテ之ヲ公賣シ其ノ費用ヲ扣除シ
剩餘ハ一年間市町村役場ニ保管シ仍ホ本籍氏名詳ナラサルトキハ府縣郡ノ收入ニ歸ス
第十七條 窮民救助費用ノ負擔ニ關シ町村相互ノ間爭論アルトキハ郡參事會之ヲ裁決シ其ノ郡參事會
ノ裁決ニ不服ナル者ハ府縣參事會ニ訴願シ其ノ府縣參事會ノ裁決ニ不服ナル者ハ行政裁判所ニ出訴
スルコトヲ得
町村ト郡若クハ市トノ間前項ノ爭論アルトキハ府縣參事會之ヲ裁決シ其ノ府縣參事會ノ裁決ニ不
服ナル者ハ行政裁判所ニ出訴スルコトヲ得
市ト府縣トノ間爭論アルトキハ行政裁判所ニ於テ之ノ判決スヘシ
第十八條 郡市町村ニ於テ救助ノ費用多額ニ昇リ負擔ニ堪エサルトキハ府縣ハ郡市町村會ノ申立ニ依
リ府縣會ノ議決ヲ以テ其ノ費用ヲ補助スルコトヲ得
第十九條 明治四年六月二十日布告明治六年四月第百三十八號布告明治七年十二月太政官第百六十二
號達恤救規則ニ依リ從前國庫ヨリ支出シタル金額ハ此ノ法律施行前三箇年ノ平均ニ依リ人口ヲ標準
トシ毎年各府縣ニ配布スヘシ
前項ノ金額ハ各府縣ニ於テ郡市町村ノ救助保持費ノ一部ニ充ツヘシ
第二十條 府縣知事ハ窮民救助ノ方法并費用辨償ノ手續ニ關シ府縣會ノ議決ヲ經テ規則ヲ設クルコト
ヲ得
第二十一條 地方有志者ニ於テ公然義捐金穀等ヲ募リ窮民ヲ救助セントスルトキハ募集シタル金穀等
ヲ市町村長ニ委託スヘシ此ノ場合ニ於テ市町村長ハ公費救助ト同一ニ取扱フヘシ
第二十二條 町村制第百十六條ニ依リ一切ノ行政事務ヲ共同處分スルカ爲ニ設ケタル町村組合ハ窮民
救助ニ關シテハ一町村ト視做ス
町村制第百十六條ニ依リ特ニ窮民救助ノ爲メニ設ケタル町村組合モ亦前項ニ同シ
第二十三條 自活シ得ヘキ者ニシテ詐僞ノ方法ヲ以テ救助ヲ受ケタルトキハ一月以上二年以下ノ重禁
錮ニ處ス
第二十四條 此ノ法律ハ明治二十四年四月一日以後市制町村制及郡制ヲ施行シタル各府縣ニ施行ス
明治四年六月二十日布告明治六年四月第百三十八號布告明治七年十二月太政官第百六十二號達恤
救規則明治十五年九月第四十九號布告行旅死亡人取扱規則其ノ他此ノ法律ニ牴觸スル成規ハ此ノ法
律施行ノ地ニ於テ總テ之ヲ廢止ス
此ノ法律ハ明治十三年六月第三十一號布告備荒儲蓄法ト相關渉セス
5 ．窮民法案
窮民救助法案は廃案となったが、その後、1897年に進歩党の大竹貫一らが恤救法案、救貧税案を提出し
ている。救助対象は、貧困無告の老幼傷病者とされ、労働能力がある者は対象としていないが、独身であ
ることを要件としていなかった。これらは、審議されることなく廃案となっている。翌1898年、大隈内閣
の内務大臣である板垣退助が窮民法案を作成した。内容的には1890年の窮民救助法案とほぼ同じであっ
た。しかしながら、窮民救助の施設を府県市町村だけでなく、労働者を雇用する事業者に命じて設置させ
ること、強制保険を命令で定めるという労働政策に関すること、及び労働能力があっても災厄によって自
活不能の場合は飢餓に迫る状況でなくても救助の対象とすることが草案に盛り込まれていた。福祉の対象
となる者を守るために公的扶助と労働政策を総合化する斬新な内容であったと考えられる。なお、この法
案は内務省案として作成されていたが、帝国議会には提出されなかった。
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6 ．現在の欧米や日本のワークフェアに関する施策
ドイツにおける過去の改革の基本的な姿勢は、失業者には十分な保障を確保し、十分な収入のある雇用
先を紹介すべきとの理念に基づいていた。失業者に対する手厚い給付もその理念によって正当化されてい
た。しかしながら、近年、ハルツ改革による労働市場政策は、雇用創出の方向へ大きくシフトしたこと、
解雇や有期雇用といった労働契約の領域で雇用創出という観点からの規制緩和が行われたこと、及び失業
者に対する給付制度の改革を、社会保障と雇用政策との機能的統合によって失業者保護から労働市場への
再編入を促進したこと等、就労最優先主義で失業率低下の目標に特化した施策からなっている８)。
イギリスでは1980年代の急激な労働市場改革で労働市場規制が少ない国になった。急激な市場改革は成
果があがったが、最低賃金制度を廃止したことで低賃金労働者が増加したため富裕層と貧困層の所得格差
が拡大した。行き過ぎた低賃金は労働者の就労意欲を奪い、若年層の失業率を高めた。1997年に成立した
労働党ブレア政権は若年層や長期失業者の就労意欲や技能を高め、労働市場への参加を促すために「福祉
から就労へ（Welfare to Work）」プログラムを策定した。その後、一部の先行地域における導入期間を経
て1998年から全国的にニューディール（New Deal）政策を実施した。この政策は、職業訓練・就業促進
を目的として、若年層の失業者と長期失業者を対象に実施された。対象者を障害者、一人親、失業者の無
収入の配偶者、及び高齢者へと徐々に拡大させ、職業能力と就労可能性を高めることを目標とした。
対象者はまず最長 4か月間、個別アドバイザーによるカウンセリング、ガイダンス、及び職業能力評価
を受けて就職を目指すことになる。仕事が見つからない、若しくは就職の準備が整っていない場合、企業
に対して 6か月、週60ポンドまでの賃金助成、及び750ポンドまでの訓練のための費用助成を実施する。
また、最長12か月間の教育訓練（求職者給付を受けることができる）、ボランティア団体や公的環境保全
事業での 6か月間の求職者給付と同等の手当、訓練機会等が提供される就労と訓練、及び 6か月の助成に
よる自営業の開業の 4つから 1つを選択する。拒否した人は求職者給付受給資格を失う。なお、この 2段
階を経た後に就職していない人は、さらに最長 4か月間就職に向けた支援を受けるようになっている。
このように、ニューディール政策の背景にある考え方は、それまでのように過度に労働者保護的な政策
に頼るのではなく、働くことにより社会の枠組みに参加させ失業者の自立を促すとともに、就労可能性を
向上させ、かつ、若年失業者の就労インセンティブを高めて失業の長期化を予防しようとするものであ
る９)。
アメリカにおいては、クリントン政権時に貧困層の就労促進が重視され、ワークフェア政策の一環とし
て EITC（Earned Income Tax Credit：勤労所得税額控除）が拡張された。現在、給付付き勤労所得税控
除貧困防止のために重要な制度になっている。一般的には、控除額が所得税額を上回る場合に超過分が行
政当局から支給されるため、一定の所得に達しない者に補助金を与える公的扶助制度として機能してい
る。
さらに、アメリカでは、1996年に個人責任・就労機会調整法（PROWORA：Personal Responsibility
and Work Opportunity Reconciliation）が制定され、公的扶助支給に勤労を資格要件とした。これは、
AFDC（児童扶養世帯補助）の廃止とTANF（貧困家族一時扶助）の導入を求めたもので、各州は2002年
までに受給者の 5割を週30時間以上就労させなければならないこと、通年 5年以上の受給は認められない
こと、及びこれらの基準を達成できなかった州は連邦のブロック補助金を減額することを規定していた。
これらのことから、欧米では生活保護などの福祉受給者に対する一定の就労を義務づけるようになった
ことが窺える。さらに、給付を労働の対価とすることで福祉受給者の精神的自立を図ること、及び就労す
ることによって、経済的自立のための技能の向上を目指す公的扶助に関する改革理念・制度であるワーク
フェアが重視されているといえる。
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日本では、2006年 4 月に障害者自立支援法が施行され、障害者に対する自立的支援制度やその運用の見
直しが検討された。また、生活保護費の削減や老齢加算や母子加算の就労支援を条件とする 3年間に渡る
段階的廃止などの動向もワークフェアとして捉えられよう。
7 ．窮民救助法案に含まれる福祉的原理
米国のクリントン政権、英国のブレア政権の下で導入された福祉から就労へ（welfare towork）を標榜
するワークフェアは、従来のセーフティネットの構築を主眼とする社会福祉観に自由主義的要素を織り込
んだものであり、福祉受給者を労働市場に戻すトランポリン政策とも呼ばれている。ワークフェア政策
は、雇用政策の軸足を需要サイドから供給サイドへと移行させる政策であり、ケインズ型の有効需要拡大
による雇用創出から雇用可能性（employability） の向上への転換が図られることになるとの指摘がなさ
れている10)。
窮民救助法案では、労働優先主義、児童には職業を教えること等ワークフェアの考え方が規定されてい
た。このことは、近年のヨーロッパにおけるドイツのハルツ改革やイギリスのニューディール政策に含ま
れている公的扶助、失業給付等の福祉受給者を労働市場に戻るように就労させるワークフェア政策と同じ
考え方である。つまり、窮民救助法案に含まれていた福祉的原理は、勤労を条件として公的扶助を行うべ
きであるとする、或は社会参加が困難なものに労働機会を与え社会参加を即す社会福祉制度として捉えら
れるワークフェアである。したがって、ワークフェアに関しては欧米よりもかなり前から福祉の規定に盛
り込んでいたことになる。
日本の公的扶助制度の歴史において、特に窮民救助法案に盛り込まれた児童に職業を教える規定等、福
祉政策における就労重視のワークフェア的な考え方は重要な位置を占めていた。今から120年程前に創案
され、帝国議会で審議された窮民救助法案は廃案になったとはいえ、19世紀末の列強からすると生産力で
はとても及ばない貧しい日本で案出され、現代の欧米等で重視されているワークフェアの原型とも言える
内容を持っていた。さらには、窮民法案において福祉の対象となる者を守るために公的扶助と労働政策を
総合化する内容も考案されたのは、福祉政策における就労重視のワークフェア的な考え方と長期に亘って
培ってきた相互扶助の精神によると考えられよう。
これまでイギリス等欧米の社会福祉の歴史的研究がなされてきたが、欧米とは異なる発展を示す日本の
社会福祉を考える場合、日本人の価値観を考慮したうえで論じないと福祉は立ちいかなくなることが危惧
される。今後、欧米とは異なる発達をしている日本の社会福祉の発展過程と、そこに含まれる思想・原理
を明らかにし、我が国における社会福祉のあり方を希求する必要がある。
8 ．まとめ
本論では、近代国家となった日本における福祉施策とされる恤救規則と、それを大幅に改善しようとし
た窮民救助法案に含まれる援助のあり方や援助の内容について、欧米のワークフェアの考え方を含めて検
討した。窮民救助法案は、救助対象を身体状況によって 2種類に分類し、現行の生活保護法でも規定され
てある 4 種類の扶助、市町村の義務的救助、児童の職業の教習等を案としていたため、先進的な内容を含
んでいたと考えた。また、現代の欧米等で重視されているワークフェアの内容を持っていただけでなく、
窮民法案において公的扶助と労働政策を総合化する内容も考案されたのは、福祉政策における就労重視の
ワークフェア的な考え方と相互扶助の精神によると考察した。
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